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2⾃⼰紹介

1980 三重県伊勢市⽣まれ
1998 松阪商業⾼等学校卒業（ギター部 全国⼤会優勝）
1998 ⼩俣町役場⼊庁
2005 伊勢市役所（市町村合併）
2019    ⼈と防災未来センターへ派遣(9ヶ⽉)
2024 三重⼤学⼤学院地域イノベーション学研究科博⼠前期過程修了

【主な災害対応】
平成28年熊本地震（御船町）
平成29年台⾵第21号(伊勢市）
⼤阪府北部地震(茨⽊市・遠隔)
平成30年7⽉豪⾬(熊野町)
令和元年東⽇本台⾵
(⻑野県・埼⽟県）
令和6年能登半島地震（輪島市）
令和6年奥能登豪⾬（輪島市）

【研究】
【研究キーワード】
災害マネジメント総括⽀援員
災害対応プロセス
都道府県リエゾン
アクションカード

【趣味】
トレイルランニング
キャンプ

Research map
https://researchmap.jp/
hiroyukifujiwara



3本⽇お伝えしたいこと

受援における対⼝⽀援団体（応援職員）への権限委譲の要点
＝如何にして応援職員とチームを築くか

l 権限委譲の⽬的
l 応援職員対⼝⽀援団体（応援職員）への権限委譲の⽬的は、業務をより⾃律的に
遂⾏できるようにすることである。→こと細かく被災⾃治体職員から指⽰は無理

l 発表における権限委譲の定義
l 本⽇の発表における権限委譲とは、被災⾃治体から対⼝⽀援団体（応援職員）に
対して、割り当てられた業務範囲内での意思決定を⾏う権限を委譲することを指
す。

l 監督責任を伴う監督権限の移譲は含まれない。
l つまり、被災⾃治体と対⼝⽀援団体（応援職員）の間で役割分担を⾏い、対⼝⽀
援団体（応援職員）の裁量で判断できる範囲を明確にすることを意図するもので
ある。



4本⽇の構成

（１）受援が必要となる背景

（２）令和６年能登半島地震での対応

（３）応援職員への権限委譲の要点
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発災後に通常業務を縮⼩し応援を受け応急業務を実施

災害発⽣後の業務イメージ

出典：内閣府：市町村のための業務継続計画作成ガイド

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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住家被害ってどうやってカウント？

増加する業務のイメージ

出典：⽯川県

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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過去災害の教訓を活かした対応の実現は難しい
l 例えば罹災証明書

l 【熊本地震：御船町】御船町では3,815件の申請があったが発⾏はゼロ。
担当者は「もともと職員が少なく、避難所の運営に⼈員を割いているため
調査の⼈⼿が⾜りない」と嘆く。（2016.5.15 ⽇本経済新聞）

l 【平成30年7⽉豪⾬：広島県熊野町より 到着直後の三重県隊への説明】
・被害の全体像が掴めていない
・避難所運営と救出救助の対応で精⼀杯
・他のことには⼿をつけられていない → 罹災証明の準備×

▲熊野町の被災状況
（藤原撮影）

場所を変え同じ混乱が繰り返される
受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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約9%の基礎⾃治体のみが災害救助法適⽤災害を経験

令和５年度の災害救助法適⽤⾃治体(都道府県・市区町村重複あり）

災害名称 都道府県 市区町村
令和５年⽯川県能登地⽅を震源とする地震 1 3
令和５年梅⾬前線による⼤⾬及び台⾵第２号による災害 4 6
令和５年６⽉29⽇からの⼤⾬による災害 1 2
令和５年７月７日からの大雨による災害 8 37
令和５年台⾵第６号の影響による停電 1 34
令和５年台⾵第７号に伴う災害 3 7
令和５年台⾵第13号に伴う災害 3 13
令和６年能登半島地震 4 47
令和６年１⽉23⽇からの⼤雪等による災害 1 1

合計 26 150
割合 55.3% 8.7%

都道府県：47・市区町村：1741（都道府県・市区町村共に適⽤に重複あり）
出典：内閣府：
災害救助法の適⽤
状況を基に作成

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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災害対応経験不⾜を要点を押さえて補うために

本⽇の検討範囲

⾃治体職員が混乱せず、
円滑に災害対応を⾏える状態⽬標

⼿段 受援
仕組みの観点

その他
の観点災害対応

プロセス
（⼿順）

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



10本⽇の構成

（１）受援が必要となる背景

（２）令和６年能登半島地震での対応

（３）応援職員への権限委譲の要点
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l多くの応援職員を受け⼊れる業務のうち被害認定
調査を事例として、

l業務に従事できる職員が限られる場合には、業務
運営体制の⽴ち上げから受援の範囲となり得るこ
とを確認する

lさらに、円滑に受援を⾏うために、応援職員に対
して権限を委譲するための要点を確認する

【令和６年能登半島地震】本事例紹介の⽬的
受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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輪島市職員と藤原による被害認定調査チームの⽴上げ

対象⾃治体

対象期間

⽯川県輪島市
⼈⼝ 24,608⼈（R2国勢調査）

業務開始〜1次調査開始(応援職員)
（R6年1⽉6⽇〜R6年1⽉25⽇）

災害対応の実践を通じて
受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点

▲輪島市税務課の仲間達
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令和6年能登半島地震の概要

基本情報

l 発⽣⽇時
l 令和6年1⽉１⽇16:10

l 震源および規模
l 場所：⽯川県能登地⽅
l 規模：マグニチュード7.6（暫定値）
l 震源の深さ：16km（暫定値）

l 各地の震度
l 震度7 志賀町・輪島市
l 震度6強 七尾市・珠洲市・⽳⽔町・能登町 令和６年能登半島地震の推計震度分布図

出典：気象庁

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



14基本情報

出典：内閣府

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



15⽣活再建の各種制度を利⽤するために罹災証明書が必要

出典：内閣府

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



16被害認定調査完了までの流れ

1次調査

罹災証明書発⾏

判定に不服

2次調査

申請 判定に不服

罹災証明書発⾏

再調査

罹災証明書発⾏

判定に不服

End

End

Y

N

Y

N

Y

N

1次調査→2次調査→再調査

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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被害の程度によって⽀援の内容や⾦額が異なる

なぜ２次申請が⾏われるのか

出典：⽯川県：令和6年能登半島地震災害義援⾦の配分について

半
壊
よ
り
⾼

建物
公費解体

応急仮設
住宅⼊居

被災者
⽣活再建
⽀援⾦

※半壊は要解体
など

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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不明確な被災⾃治体と応援職員間の役割分担

背景

被害認定調査 H28熊本地震の課題 応援職員との調整

罹災証明書

各種⽀援制度

l 益城町の課題1)
l 事前準備
l 訓練

l ⽀援団体から⾒た
被災⾃治体の課題2)
l 調査体制の確⽴
l ⼈員の確保 調査体制の

確⽴

被災
⾃治体

応援
職員

調整・役割分担

？

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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どのような調整を経て業務運営体制が構築されたのか

業務運営
体制構築

被災
⾃治体職員

応援職員

権限委譲

地震発⽣

本⽇の話題提供
受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



20総務省の応援対策職員派遣制度と藤原の活動の位置付け

出典：総務省ホームページ

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



21⽯川県内の対⼝⽀援団体の決定状況

出典：内閣府：
令和6年能登半島地震に係る
被害状況等について，令和6年6⽉4⽇

三重県は輪島市に
総括⽀援チーム
（本部運営⽀援）
対⼝⽀援チーム
（マンパワー）
を派遣

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



22被害認定調査に従事した団体
l １次調査体制

l 動員数
l ６団体97⼈

l １次調査とは
l 建物の外観から調査（屋根・壁・基礎）

l 壁の損壊割合から内部を推定

l 2次調査体制
l 動員数

l 18団体171⼈
l 2次調査とは

l 1次調査結果に不服がある被災者が申請
l 建物内部も調査対象
l 申請者の⽴会必要

出典：3) 藤原宏之、上杉英一：令和６年能登半島地震における輪島市から対口支援団体への権限委譲
過程に着目した業務運営体制の実態解明—被害認定調査を対象とした総括支援チームの活動を通じて
—、自然災害科学、Vol.43 No.3、pp.483-507、2024． 

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



23令和６年能登半島地震への出張回数と⽇数（藤原）

出張回数 出発 帰庁 出張日数

第1回 1月3日 1月10日 8
第2回 1月14日 1月26日 13
第3回 2月7日 2月14日 8
第4回 2月27日 3月5日 8
第5回 3月11日 3月17日 7
第6回 3月29日 4月10日 13
第7回 5月3日 5月12日 10
第8回 5月27日 6月1日 6
合計日数 73

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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災害対応全般に係る業務＋被害認定調査業務を実施

本⽇の発表に関連する期間の活動概要

開始 終了 期間（⽇） 被害認定調査業務 その他の主な活動

1⽉3⽇ 1⽉10⽇ 8

・輪島市の検討状況確認

・ロードマップの作成

・対⼝⽀援団体と輪島市の調整スキーム設計

・オンライン情報共有会議（JVOAD主催）に

て避難所運営へ助⾔できるNPOの募集および

調整

・応援職員⽤ベースキャンプの確保

1⽉14⽇ 1⽉26⽇ 13 ・実施体制の構築  

派遣期間

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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輪島市職員・応援職員の多くは床で仮眠

この時点の応援職員の宿営場所（輪島市役所内）

▲税務課職員
後に北九州市から
簡易ベッドが提供され改善

（三重県隊撮影）
▲藤原の寝床（藤原撮影）
役所2Fトイレ前 暖房無し

▲応援職員
（三重県隊撮影）

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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被害（業務）に対して圧倒的な⼈員不⾜

輪島市税務課資産税係（被害認定調査・罹災証明書）の体制

部⻑ 兼
税務課⻑

主幹兼係⻑

担当 担当 担当 担当

罹災証明書発⾏担当被害認定調査担当

【主な所管事務】
被害認定調査
罹災証明書

⽣活再建各種制度
災害廃棄物

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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全棟調査を前提とした企画が求められた

状況把握・対応⽅針の企画

1⽉6⽇ 1⽉7⽇
l 状況確認（初顔合わせ）

l 全棟調査
l 平成19年能登半島地震で全棟調
査を実施したことを確認

l 被災建築物応急危険度判定の
データを⽤いて被害認定調査
の判定を⾏う計画有
l 輪島市職員が企画

l 被災建築物応急危険度判定担当

l 被害認定調査に係る
ロードマップを作成、提⽰
l 全体数の⾒積もり
l 編成班数
l ⼀次調査の予定期間
l 焼失区域の取り扱い

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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応援要請から数⽇間で約100⼈体制の組織構築が求められた

被害認定調査に係る対⼝⽀援団体の要請・受け⼊れの流れ（1/2)

1⽉17⽇
l 応援要請

l キャンピング
カーの到着決
定

l システムへの
データセット
アップ

1⽉18⽇
l 11:30 3団体決定

l 広島県
l ⼭⼝県
l ⾼知県

l 18:00 3団体追加
l 熊本県
l 北九州市
l 福岡市

1⽉19⽇
l 被害認定調査計
画の送付
l 段階的な増員を依
頼

l 輪島市職員によ
る被害認定調査
開始

l 焼失区域の罹災
証明書発⾏開始

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点
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応援要請から数⽇間で約100⼈体制の組織構築が求められた

被害認定調査に係る対⼝⽀援団体の要請・受け⼊れの流れ(2/2)

1⽉21⽇
l 「24⽇100⼈
受け⼊れ⼤作
戦」への参画
依頼
l 先遣隊

l 北九州市
l 福岡市

1⽉22⽇-24⽇
l 先遣隊到着

l 北九州市・福岡市
l 段階的増員の計画は

把握せず

l 22⽇に調査員到着判明
l 北九州市(16)
l 福岡市(10)

l 24⽇に調査員到着判明
l 広島県(20)
l ⼭⼝県(12)
l ⾼知県(8)
l 熊本県(26)

1⽉20⽇
l 「24⽇100⼈受け
⼊れ⼤作戦」の
実施
l 役割分担
l 進捗報告

l その他決定事項
l 24⽇集結延期
(雪）

l 25⽇に開始式の
実施

l 幹事団体輪番制
の提案

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



3024⽇100⼈受け⼊れ⼤作戦（21⽇〜23⽇の業務）（現場で提⽰した資料）

対⼝⽀援団体 輪島市
l シフト係

l シフト
l 24⽇の調査割
l 24⽇からのシフト作成

l 被害認定調査（端末アカウント含む）・被災者
⽣活再建窓⼝・コールセンター

l ⾞両の確認
l LOGOチャット

l 使い⽅
l 設定⽅法
l アカウント数
l LOGOチャットでの報告ルール

l 評価⼿順係
l スマートフォン使い⽅マニュアル作成（調査
⼿順書）

l 23⽇に輪島市職員とマニュアル作成を⽬的と
した調査

l 被害認定調査事務所係
l 応急危険度判定で使⽤した物品等の運搬
l 事務所のレイアウト作成
l 必要備品の搬⼊・セッティング

l 全体スケジュール
l 24⽇説明資料作成
l 対⼝⽀援団体のロジ調整
l 応急危険度判定データによる
全壊判定の実装調整

l 震災前後標⾼データによる全
壊判定の実装調整

福岡市

北九州市

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点



31⾃治体応援職員100⼈体制による輪島市被害認定調査開始式

式典の流れ
l 式典

l 輪島市⻑挨拶
l 応援⾃治体の紹介
l 対⼝⽀援団体代表（北九州市）挨拶

l 終了後
l 現状、⽬標の説明（藤原）
l マニュアル説明（北九州市）
l リーダー打ち合わせ

l 幹事団体輪番制を決定
l 1⽇の流れを確認

l 調査開始（北九州市・福岡市）
l 翌⽇(26⽇）から6団体で調査が開始
されたことから権限委譲が完了

▲式典：市⻑挨拶

▲修了後：北九州市によるマニュアル説明

受援が必要となる背景 令和6年能登半島地震での対応 応援職員への権限委譲の要点

写真：藤原撮影



内閣府:「被害認定実施体制⼿引き」を基に作成

出典：3) 藤原宏之、上杉英一：令和６年能登半島地震における輪島市から対口支援団体への権限委譲過程に着目した業務運営体制の実態解明—被害認定調査
を対象とした総括支援チームの活動を通じて—、自然災害科学、Vol.43 No.3、pp.483-507、2024． 



1次調査体制

北九州市

コーディネーター

リーダー

災害対策本部

総括者
輪島市

輪島市

調査班 運営班

福岡市
リーダー

調査班 運営班

輪島市
熊本県
広島県
⼭⼝県
⾼知県
も
同じ体制

総括班(幹事)

調査班 システム担当
輪島市

北九州市 北九州市 福岡市 福岡市

チェック担当
輪島市

企画・調整担当
総括⽀援チーム

対⼝⽀援団体
(6団体)で輪番制

出典：3) 藤原宏之、上杉英一：令和６年能登半島地震における輪島市から対口支援団体への権限委譲過程に着目した業務運営体制の実態解明—被害認定調査を対象とした総括
支援チームの活動を通じて—、自然災害科学、Vol.43 No.3、pp.483-507、2024． に⼀部加筆

最⼤97⼈

藤原



輪島市：2次調査体制（4⽉7⽇時点）

対⼝⽀援団体
(6団体)で輪番制

⼭⼝県

コーディネーター

シフト係⻑

災害対策本部

総括者
輪島市

輪島市

シフト係

⾼知県
アポ取り係⻑

全ての
対⼝⽀援
団体

総括班（幹事）

調査班 システム担当
輪島市

⼭⼝県

企画・調整担当
総括⽀援チーム

アポ取り係
⾼知県
福岡市

資料係⻑
北九州市

資料係
北九州市
広島県

チェック係⻑
広島県

チェック係
広島県
熊本県
⼭⼝県

チェック担当
輪島市

運営班
出典：3) 藤原宏之、上杉英一：令和６年能登半島地震における輪島市から対口支援団体への権限委譲過程に着目した業務運営体制の実態解明—被害認定調査を対象とした総括
支援チームの活動を通じて—、自然災害科学、Vol.43 No.3、pp.483-507、2024． ． に⼀部加筆

最⼤171⼈

藤原



30種類の業務のうち
24種類の業務で権限
委譲が⾏われた
l 権限委譲が可能な業務

l 被災⾃治体の監督責任に
基づく業務以外
l 災害対策本部との連絡調整
l 調査に関する企画の承認
l システム関係者との連絡調
整（委託の監督責任）

l 調査結果の修正
l 輪島市職員が実施したが
権限委譲可能な業務
l 資機材管理
l 調査結果データの管理

出典：3) 藤原宏之、上杉英一：令和６年能登半島地震における輪島市から対口支援団
体への権限委譲過程に着目した業務運営体制の実態解明—被害認定調査を対象とした
総括支援チームの活動を通じて—、自然災害科学、Vol.43 No.3、pp.483-507、2024． 



36本⽇の構成

（１）受援が必要となる背景

（２）令和６年能登半島地震での対応

（３）応援職員への権限委譲の要点
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状況認識の統⼀を実現した上で、会議で役割分担を決定
l 状況認識の統⼀

l 被害および対応状況を報
告資料に集約し、会議を
通して審議・承認・共有
した上で対応⽅針と⽅向
性を決定してはじめて実
現できる4）

l 権限委譲の時点
l 業務運営体制構築時点か
ら応援職員への権限委譲
が可能

得られた知⾒：応援職員への権限委譲

スライドNo スライドタイトル スライドの目的

1 被害認定調査に関する状況共有と対応方針

輪島市の承諾を得た資料を，著者が輪島市に

代わりに説明していることを示すために，輪

島市税務課資産税係の名前を入れた。

2 罹災証明書の発行完了までのロードマップ

（イメージ）

3 一次調査完了（全棟：約31,000棟）イメージ

4 調査対象家屋数を減らすための作戦

5 全壊判定タスクイメージとスケジュール

6 輪島市被害認定調査組織図

7 現地調査タイムスケジュール

8 調査事務所タイムスケジュール

9 チーム編成・持ち物

10 24日100人受け入れ大作戦（21日〜23日の業
務）

体制を構築するために必要な業務と期限を共

有すること。

11 今後の課題
2次調査の方法を別途検討する必要があるこ
となど，今後の課題を共有すること。

12 資料に関する問い合わせ先 疑問点等の問い合わせ先を示すこと。

現状と対応方針を共有すること。

体制を共有すること。
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「災害対応にかかわるすべての組織が応急対策における同⼀の⽬標を共有し，
それを達成するために業務を遂⾏すること」5)が実践された 

得られた知⾒：応援職員への権限委譲がなぜ機能したのか

24⽇100⼈受け⼊れ⼤作戦の完了

福岡市 北九州市

輪島市
藤原

⽬標

⽬標を達成するために業務を遂⾏

⽬標設定
進捗管理

輪島市
藤原

災害対応の混乱の所在 災害対応事例（初動期）の紹介 熟達者が執る災害対応プロセス 令和6年能登半島地震での対応 災害対応の要点
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本⽇お伝えしたいこと
業務運営体制の立ち上げから受援の範囲となり得る

→北九州市・福岡市と共に、執務環境やマニュアル整備

応援職員に対して権限委譲するための要点

→目標も含めた状況認識の統一を行うこと。

→目標を達成するための役割分担を行い、進捗管理を行うこと。
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令和６年能登半島地震での対応：参考⽂献


